
のすべてが参加するものでなければならない。なお、実施に当たって  
は、全員が一堂に会して開催する必要はなく、ごとにいくつかのグル  

ープ別に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況につ  

いては、その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」とは、  

概ね一月に一回以上開催されている必要がある。   

同号イ岬ビス提供に当  

たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、そ  

の変化の動向を含め、記載しなければならない。  

・利用者のADLや意欲   

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望  

・家族を含む環境  

・前回のサービス提供時の状況  

・その他サービス提供に当たって必要な事項  

③ 健康診断等について  

同号イ（3）の健康診断等については、労働安全衛生法により定期に   

実施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない   

介護予防訪問入浴介護従業者も含めて、少なくとも一年以内ごとに一   

回、事業主の費用負担により実施しなければならない。平成二十一年   

度については、当該健康診断等が一年以内に実施されることが計画さ   

れていることをもって足りるものとする。また、年度途中から新規に   

事業を開始する場合においても、同様の取扱いとする。  

彰 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年   

度（三月を除く。）の平均を用いることとする。ただし、平成二十一  

年度の一年間及び平成二十二年度以降の前年度の実績が六月に満た  

ない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）に  

ついては、届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により  
算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、  
又は再開した事業者については、四月目以降届出が可能となるもので  

あるこL   

なお、介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者については、各  

月の前月の末日時点で資格を取得している者又は研修の課程を修了   

している者とするこL  

⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、   
直近三月間の職員の割合につき、㈱奪しな   

ければならない。なお、その割合については、毎月記録するものとし、  
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所定の割合を下回った場合については、直ちに第一の5の届出を塩出  

しなければならないn  

⑥ 同一の事業所において指定訪問入浴介護を一体的に行っている場  

合においては、本加算の計算も二体的に行うこととする。  

（5）その他の取扱い  

前記以外の基本的な取扱いについては、訪問入浴介護の取扱方針に従  

うこととする∩  

4 介護予防訪問者護費  
（1）「通院が困難な利用者」について  

介護予防訪問着護費は「通院が困難な利用者」に対して給付すること  

とされているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅   

での支援が不可欠な者に対して、介護予防ケアマネジメントの結果、介   

護予防訪問看護の提供が必要と判断された場合は介護予防訪問看護費を   

算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、   
同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきと   

いうことである。  

（2）介護予防訪問看護指示の有効期間について  

介護予防訪問看護費は、介護予防訪問看護ステーションにあっては、   

主治の医師の判断に基づいて交付（二か所以上の介護予防訪問看護ステ   

ーションからの介護予防訪問看護の場合は各介護予防訪問看護ステーシ  

ョンごとに交付）された指示書の有効期間内に介護予防訪問者護を行っ   

た場合に算定する。  

4 介護予防訪問看護費  
（1）「通院が困難な利用者」について  

介護予防訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付すること  

とされているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での居宅   

での支援が不可欠な者に対して、介護予防ケアマネジメントの結果、介   

護予防訪問看護の提供が必要と判断された場合は介護予防訪問看護費を   

算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、   

同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきと  

いうことである。  

（2）介護予防訪問看護指示の有効期間について  

介護予防訪問看護費は、介護予防訪問看護ステーションにあっては、   

主治の医師の判断に基づいて交付（二か所以上の介護予防訪問看護ステ   

ーションからの介護予防訪問看護の場合は各介護予防訪問看護ステーシ  

ョンごとに交付）された指示書の有効期間内に介護予防訪問看護を行っ   

た場合に算定する。なお、当該介護予防訪問看護に係る指示料は、介護   

老人保健施設からの退所暗君しくは介護療養型医療施設からめ退院時に   

係るものを除き、医療保険に請求すべきものであること。  

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から一月以内   

に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師から診療情報提供を受   
けて、介護予防訪問看護を実施した場合には、診療情報提供を行った医   

療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に   

行われた場合に算定する。  

（3）二○分未満の訪問の算定について  

二○分未満の訪問は、日中等の訪問における十分な観察、必要な助言   

・指導が行われることを前提として行われるものであり、したがって、   

介護予防訪問看護計画上も一月を通じて二○分未満の訪問のみが設定さ   

れることは適切ではなく、日中における訪問と併せて設定されること。  

（4）理学療法士等の訪問について  

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から一月以内   

に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師から診療情報提供を受   

けて、介護予防訪問看護を実施した場合には、診療情報提供を行った医   
療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に   

行われた場合に算定する。、  
（3）二○分未満の訪問の算定について  

二○分未満の訪問は、日中等の訪問における十分な観察、必要な助言   
・指導が行われることを前提として行われるものであり、したがって、   

介護予防訪問看護計画上も一月を通じて二○分未満の訪問のみが設定さ   

れることは適切ではなく、日中における訪問と併せて設定されること。  

（4）理学療法士等の訪問について  
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理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学  

療法士等」という。）による介護予防訪問看護は、その訪問が看護業務  
の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、壷  

護職員の代わりに訪問させるという位置付けのものである＿L  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学  

療法士等」という。）による介護予防訪問看護は、その訪問が看護業務  
の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、鎧  

健師又は看護師の代わりに訪問させるという位置付けのものであ＿旦⊥＿上  

たがって、介護予防訪問者護計画において、理学療法士等の訪問が保健  
師又け看護師による訪問の回数を上回るような設定がなされることは適  

切ではない。  

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看   
護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看   

護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の規定に関わらず業とすること   

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成九年法律第   

百三十二号）第四十二条第一項）に限る。  

（5）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて  

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（二十三号告示第   

四十二号において準用する第三号を参照のこと。）の患者については、   

医療保険の給付の対象となるものであり、介護予防訪問看護費は算定し   

ない。   

（6）二人の看護師等が同時に介護予防訪問看護を行う場合里迦墓について   

① 二人の看護師等が同時に介護予防訪問着護を行う場合の加算は、体  
重が重い利用者を一人が支持しながら、瑚行う場合等、一  

人で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これら  

の事情がない場合に、主削こ二人の看護師等が同時に介護予防訪問着護  

を行ったことのみをもって算定することはできない。   

② 訪問を行うのは、両名とも保健師、看護師、准看護師又は理学療法  

士、作業療法士若しくは言語聴覚士であることを要する。  

（7）介護予防サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看   

護師以外の看護師等により介護予防訪問着護が行われた場合の取扱い  

介護予防サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合   

に、事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合につい   

ては、所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数を算定すること。   

また、介護予防サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問するこ   
ととされている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師   
が訪問する場合の単位数（所定単位数の一00分の九○）を算定するこ   

と。  

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看   
護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看   

護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の規定に関わらず業とすること   

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成九年法律第   

百三十二号）第凶十二条第一項）に限る。  

（5）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて  

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（厚生労働大臣が   

定める者等（平成十二年厚生省告示第二十三号。以下「二十三号告示⊥  

）第凶十二号において準用する第三号を参照のこと。）の患者   

については、医療保険の給付の対象となるものであり、介護予防訪問者   

護費は算定しない。  

（6）二人の看護師等が同時に介護予防訪問看護を行う場合について  

二人の看護師等が同時に介護予防訪問看護を行う場合においても、 一   

人の看護師等が介護予防訪問看護を行った場合の所定単位数を算定する   

ものとする。  

（7）介護予防サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看   

護師以外の看護師等により介護予防訪問看護が行われた場合の取扱い  
介護予防サービス計画上、准看護師が訪問することとされている場合   

に、事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合につい   

ては、所定単位数に一00分の九○を乗じて得た単位数を算定すること。   

また、介護予防サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問するこ   

ととされている場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師   

が訪問する場合の単位数（所定単位数の一00分の九0）を算定するこ   

と。  
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（8）早朝・夜間、深夜の介護予防訪問看護の取扱い  
介護予防サービス計画上又は介護予防訪問看護計画上、介護予防訪問   

看護のサービス開始時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該   

加算を算定するものとすること。なお、利用時間が長時間にわたる場合   
に、加算の対象となる時間帯におけるサービス提供時間が全体のサービ   

ス提供時間に占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算   
定できない。なお、二○分未満の訪問の場合についても、同様の取扱い   

とする。  
（9）特別地域介護予防訪問看護加算の取扱い  

注3の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、   
着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）を指し、   
例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島   

等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする看護職員による介護   
予防訪問看護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠と   
する看護職具による介護予防訪問看護は加算の対象となるものであるこ   

と。  

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト   

事業所を本拠とする看護職員を明確にするとともに、当該サテライト事   
業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に行い、管理   

すること。  

なお、当該加算は所定単位数の一五％加算としているが、この場合の   

所定単位数には緊急時介護予防訪問看護加算及び特別管理加算を含まな   

いこと。  

（8）早朝・夜間、深夜の介護予防訪問看護の取扱い  

介護予防サービス計画上又は介護予防訪問看護計画上、介護予防訪問   

看護のサービス開始時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該   

加算を算定するものとすること。なお、利用時間が長時間にわたる場合   
に、加算の対象となる時間帯におけるサービス提供時間が全体のサービ   

ス提供時間に占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算   

定できない。なお、二○分未満の訪問の場合についても、同様の取扱い   

とする。  

（9）特別地域介護予防訪問看護加算の取扱い  

注3の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、   

着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）を指し、   

例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島   
等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする看護職員による介護   

予防訪問看護は加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠と   

する看護職貞による介護予防訪問看護は加算の対象となるものであるこ   

と。  

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト   

事業所を本拠とする看護職員を明確にするとともに、当該サテライト事   

業所からの提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に行い、管理   

すること。  

なお、当該加算は所定単位数の一五％加算としているが、この場合の   

所定単位数には緊急時介護予防訪問看護加算及び特別管理加算を含まな   

いこと。  

（10）注6の取扱い  

2（4）を参照のこと。  

（11）注7の取扱い  

2（5）を参照のこと。  

（12）長時間介護予防訪問看護への加算の取扱い   

① 「指定介護予防訪問着言割こ関し特別な管理を必要とする利用者」に  

ついては（14）を参照のこL   

②・本加算については、看護師が行う場合であっても准看護師が行う場  

合であっても、同じ単位を算定するものとする。  

立迫緊急時介護予防訪問看護加算   

① 緊急時介護予防訪問着護加算については、利用者又はその家族等か  
ら電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる  

吐吐緊急時介護予防訪問者護加算   

① 緊急時介護予防訪問看護加算については、利用者又はその家族等か  
ら電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる  
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体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が指定介護予防訪   

問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に   

訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合には当該加算の   

他に所定単位数を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に、一月   

につき加算する。  
② 緊急時介護予防訪問看護加算については、当該月の第一回目の介護   

保険の給付対象となる訪問看護を行った日の所定単位数に加算するも   

のとする。  

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を   

行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位   

数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の一00分の九○）   

を算定する。この場合、介護予防サービス計画の変更を要する。なお、   
当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の介護予防訪問   
看護に係る加算は算定できない。ただし、特別管理加算を算定する状   

態の者に対する一月以内の二回目以降の緊急時訪問については、早朝  

・夜間、深夜の介護予防訪問看護に係る加算を算定する。  
④ 緊急時介護予防訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事   

業所に限り算定できる。このため、緊急時介護予防訪問看護加算に係   

る指定介護予防訪問看護を受けようとする利用者に説明するに当たっ   

ては、当該利用者に対して、他の介護予防訪問看護ステーションから   

緊急時介護予防訪問看護加算に係る指定介護予防訪問看護を受けてい   

ないか確認すること。  

⑤ 介護予防訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時介護予防   

訪問看護加算の届出は利用者や介護予防支援事業所が介護予防訪問看   

護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、   

介護予防訪問看護ステーションにおける緊急時介護予防訪問看護加算  

体制にある事業所において、 当該事業所の看護師等が指定介護予防訪  

問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及び計画的に  

訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合には当該加算の  

他に所定単位数を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に、一月  

につき加算する。   

② 緊急時介護予防訪問看護加算については、当該月の第一回目の介護  

保険の給付対象となる介護予防訪問看護を行った日の所定単位数に加  

算するものとする。   

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を  

行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位  

数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定単位数の一00分の九○）  

を算定する。この場合、介護予防サービス計画の変更を要する。なお、  

当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の介護予防訪問  
看護に係る加算は算定できない。ただし、特別管理加算を算定する状  

態の者に対する一月以内の二回目以降の緊急時訪問については、早朝   

・夜間、深夜の介護予防訪問看護に係る加算を算定する。   

④ 緊急時介護予防訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事  

業所に限り算定できる。このため、緊急時介護予防訪問看護加算に係  

る指定介護予防訪問看護を受けようとする利用者に説明するに当たっ  

ては、当該利用者に対して、他の介護予防訪問看護ステーションから  

緊急時介護予防訪問看護加算に係る指定介護予防訪問看護を受けてい  

ないか確認すること。   

⑤ 介護予防訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時介護予防  

訪問看護加算の届出は利用者や介護予防支援事業所が介護予防訪問看  

護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、  
介護予防訪問看護ステーションにおける緊急時介護予防訪問看護加算  

の算定に当たっては、第一の1（5トによらず、届出を受理した目から  

算定するものとする。  

吐吐特別管理加算   

① 特別管理加算については、利用者や介護予防支援事業所が介護予防  
訪問看護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。   

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象となる企  
護重盗訪問看護を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお、  

当該加算を介護保険で請求した場合は医療保険では重症者管理加算を  

請求しないこと（緊急時介護予防訪問看護加算と医療保険の二四時間  

の算定に当たっては、第一－1－（5）によ  らず、届出を受理した日から  

算定するものとする。  

山と特別管理加算   

① 特別管理加算については、利用者や介護予防支援事業所が介護予防  

訪問看護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。   

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象となる訪  

問着護を行った日の所定単位数に加算するものとする。なお、当該加   

算を介護保険で請求した場合は医療保険では重症者管理加算を請求し  

ないこ  と（緊急時介護予防訪問看護加算と医療保険の二四日寺間連絡体  
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連絡体制加算との関係についても同様とする。）  

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に限り算定   
できる。なお、二か所以上の事業所から介護予防訪問看護を利用する   
場合については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。  

④ 「真皮を越える裾瘡の状態」とは、NPUAP（Na tio n al  

制加算との関係についても同様とする。）  

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に限り算定   
できる。なお、二か所以上の事業所から介護予防訪問看護を利用する   

場合については、その分配は事業所相互の合議に委ねられる。  

P r e s s u r e UIc e r o f Ad vis o r  P a n e   1）髄こよ  
るもの）工）3、Ⅰ〕4若しくはD5に該当する状態をい㌔   

⑤ 訪問の際、礫こ医師による診療  

を受けることができるよう必要な享援を行うこととするこL  

立立主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い  

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の介護予防訪問看護を行う必   

要がある旨の特別指示（指定介護予防訪問看護ステーションにおいては   

特別指示書の交付）があった場合は、交付の日から十四日間を限度として   

医療保険の給付対象となるものであり、介護予防訪問看護費は算定しな   

い。なお、医療機関の介護予防訪問看護の利用者について、急性増悪等   

により一時的に頻回の介護予防訪問看護を行う必要があって、医療保険   

の給付対象となる場合には、頻回の介護予防訪問看護が必要な理由、そ   
の期間等については、診療録に記載しなければならない。  

止姐介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）の訪問   

看護の取扱い  

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）につい   

ては、第二の1の（3）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（二十三号   

告示第四十三号において準用する第四号を参照のこと。）にある利用者   

に限り、介護予防訪問看護費を算定できることとする。  

（17）サービス提供体制強化加算   

（D 3（4）（∋から⑥までを参照のこと。   

②働、うもの  

とする。㈱こおける勤続年数三年以上の  

者とは、平成二十一年三月三一卜一日時点で勤続年数が三年以上である  

者をいう。   

③ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、  
同一法人の経営する他の介護サ・－ビス事業所、病院、社会福祉施設等  

においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を  

含めることができるものとする。  

吐迫主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い  

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の介護予防訪問看護を行う必   

要がある旨の特別指示（指定介護予防訪問看護ステーションにおいては   

特別指示書の交付）があった場合は、交付の日から十四日間を限度として   

医療保険の給付対象となるものであり、介護予防訪問看護費は算定しな   

い。なお、医療機関の介護予防訪問看護の利用者について、急性増悪等   

により一時的に頻回の介護予防訪問看護を行う必要があって、医療保険   

の給付対象となる場合には、頻回の介護予防訪問看護が必要な理由、そ   

の期間等については、診療録に記載しなければならない。  

廷迫介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）の訪問   

看護の取扱い  

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）につい   

ては、第二の1の（3）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（二十三号   

告示第凶十三号において準用する第四号を参照のこと。）にある利用者   

に限り、介護予防訪問看護費を算定できることとする。  

ー14－  



5 介護予防訪問リハビリテーション費  

（1）算定の基準について   

① 介護予防訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介  

護老人保健施設の医師においては、入所者の退所時あるいはその直近  

に行った診療の日）から一月以内に行われた場合に算定する。別の医  

療機関の医師から情報提供を受けて、介護予防訪問リハビリテーショ  

ンを実施した場合には、情報提供を行った医療機関の医師による当該  

情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に行われた場合に算定す  

る。  

② 介護予防訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者  
の看護に当たる者に対して二○分以上指導を行った場合に算定する。  

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受け  
た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し  
て介護予防訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学  

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保  

健施設の人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健  
施設による介護予防訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介  

護老人保健施設において、 施設サービスに支障のないよう留意する。  

（2）「通院が困難な利用者」について  

介護予防訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対し   

て給付することとされているが、通院によるリハビリテーションのみで   

は、家屋内におけるADLの自立が困難である場合の家屋状況の確認を   
含めた介護予防訪問リハビリテーションの提供など、介護予防ケアマネ   

ジメントの結果、必要と判断された場合は介護予防訪問リハビリテーシ   

ョン費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通   

院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優   

5 介護予防訪問リハビリテーション費  

（1）算定の基準について   

① 介護予防訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介  

入所者の退所時又は当該老人保健   護老人保健施設の医師においては、  

硬調で行っていた極所リハビリテーションを最後に利用した目あるい   

はその直近に行った診療の日）から一月以内に行われた場合に算定す   

る。別の医療機関の医師から情報提供を受けて、介護予防訪問リハビ   
リテーションを実施した場合には、情報提供を行った医療機関の医師   

による当該情報提供の基礎となる診療の日から一月以内に行われた場   

合に算定する。  

② 介護予防訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者  
二○分以上指導を行った場合  の看護に当たる者に対して一回当たり  

に、一週に六回を限度として算定する。   

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受け  
た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し  
て介護予防訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学  

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保  

健施設の人員基準の算定に含めないこととする。なお、介護老人保健  
施設による介護予防訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介  

護老人保健施設において、施設サービスに支障のないよう留意する。  

（2）「通院が困難な利用者」について  

介護予防訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対し   

て給付することとされているが、通院によるリハビリテーションのみで   

は、家屋内におけるADLの自立が困難である場合の家屋状況の確認を   
含めた介護予防訪問リハビリテーションの提供など、介護予防ケアマネ   

ジメントの結果、必要と判断された場合は介護予防訪問リハビリテーシ   

ョン費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通   
院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービスを優   
先すべきということである。  先すべきということである。  

（3）リハビリテーションマネジ メン  ト加算  

リハビリテーションマネジ メン  トは、利用者毎に行われるケアマネ  

ジメントの一環として行われることに留意すること。  
リハビリテーションマネジメン  トについては、以下のイからへまで  

に掲げるとおり灘  

イ 利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に必要な  
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P   

情報を収集しておき、医師、理学療法士∴作業療法士、言語聴覚士、  
看護職員、介護職員その他の職種の者（以下この項において「関連   
スタッフ」とし、う。）が多職種協働によりりハビリテーションに関   

する解決すべき課題の把握（以下この項において「アセスメン＝   

という。）とそれに基づく評価を行ってリハビリテーション実施計   

画を作成すること。㈱ハビリテーション実施登園に   

ついては、榔こ説明し、その同意を得ること。な   
お、卿   

ヨン実施計画に相当する内容を介護予防訪問リハビリテーション計   

画の中に記載する場合は、その記載をもってリハビリテーション実   

施計画の作成に代えることができるものとするこヒ  

ワ刺ビ   

ス事業所のサ∵ビス担当者に対してリハビリテーションに醍±る鷹   

報伝達（日常生活上の留意点、御   
に、御  

ノ灘ションに関する   

アセスメントとそれに基づく評価を行い、リハビリテーション実施   

計画の見直しを行って、その内容を利用者又はその家族に説明し、   

その同意を得ること。なお、短期集中リハビリテーション実施加算   

を算定している利用者については、病院等からの退院（所）日又は   
認定日から起算して⊥月以内の期間にも、アセスメントとそれにも   
とづく評価を行うこL  

干潮こよる終了前リハビリテーシ   

ョンカンファレンスを行うこと。その際、終了後に利用予定の介護   
予防支援事業者や他の介護予防サービス事業所のサービス担当者り   

参加を求めるこL  

卒 脚割こは、サービス担当者会議等を通じて、介護予防支援   

事業所の担当職員や利用者の主治の医師に対してリハビリテニ之旦   

ンに必要な情報提供を行うこと  

へ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定   

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に   

関する基準榊て準用   

する第19輝いて利用者ごと   
のリハビリテーション実施計画に従い医師の指示を受けた理学療法   

士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者の状態を定期的に記録する  
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場合は、  当該記録とは別にリハビリテーションマネジメント加  

算定のために利用者の状態を定期的に記録する必要はないものとす  

るこL  

③ リハビリテーショ  ンマネジメント  加算は  リハビリテーション実施   

計画原案を利用者又はその家族に説明し、その同意を得られた日限ら  

算定を開始するものとするこL  
（姐 集中的な訪問リハビリテーションについて  

集中的な訪問リハビリテーションとは、一週につき概ね二回以上実施  

≦迫 集中的な訪問リハビリテーションについて   

集中的な訪問リハビリテーションとは、退院（所）嘩   

起算して一月以内の期間に行われた場合は一週につき概ね二日以上、∵   

日当たり叫超え   

三月以内の期間に行われた場合は瑚   

二○分以上実施する場合をいう。  

（4） 注2について  

する場合をいう。  

2拍）を参照のこと。  

（5）サービス提供体制強化力鳴引こついて   

① 4（17）②及び③を参照のこと。   

② 指定介護予防訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学  

療法士等のうち、麟嘩  

であること。  
上立 記録の整傭について   

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った指  
示内容の要点を診療録に記入する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション実  

施計画書の内容を利用者に説明し、記録するとともに、医師の指示に  

基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録にとどめ  

ておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載するこ  

ととしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別でき  

るようにすることとする。   

②リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）  

は利用者毎に保管され、常に当該事業所のリハビリテーション従事者  

により閲覧が可能であるようにすること。  

6 介護予防居宅療養管理指導  

（1）医師・歯科医師の介護予防居宅療養管理指導について   

① 算定内容  

上姐 記録の整備について   

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った指  

示内容の要点を診療録に記入する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション実  
施計画書の内容を利用者に説明し、記録するとともに、医師の指示に  
基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録にとどめ  

ておく。なお、当該記載については、医療保険の診療録に記載するこ  

ととしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別でき  
るようにすることとする。   

②リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）  

は利用者毎に保管され、常に当該事業所のリハビリテーション従事者  

により閲覧が可能であるようにすること。  

6 介護予防居宅療養管理指導  
（1）医師・歯科医師の介護予防居宅療養管理指導について   

（D 算定内容  

主治の医師及び歯科医師の行う介護予防居宅療養管理指導について  主治の医師及び歯科医師の行う  介護予防居宅療養管理指導について  
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は、計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、介   

護予防支援事業者等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な   

情報提供並びに利用者若しくはその家族等に対する介護予防サービス   

を利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言を行っ   

た場合に算定する。   

なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合管   

理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り介護   

予防居宅療養管理指導費・を算定する。  

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法   

ア 介護予防支援事業者等に対する情報提供の方法  

介護予防支援事業者の策定等に必要な情報提供は、サービス担当   

者会議への参加により行うことを基本とする（必ずしも文書等によ  

る必要はない。）。  
当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催され  

ない場合等においては、左記の「情報提供すべき事項」（薬局薬剤   

師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含む。）   

について、文書等（メール、FAX等でも可）により、介護予防支   

援事業者等に対して情報提供を行うことで足りるものとする。  

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った場   

合については、その情報提供の要点を記載すること。当該記載につ   
いては、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、下線  

又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。  

しまた、文書等により情報提供を行った場合については、当該文書  
等の写しを診療録に添付する等により保存すること。  

（情報提供すべき事項）   

（a）基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏名、  

利用者の氏名、生年月日、性別、住所、連絡先等）   

（b）利用者の病状、経過等   

（c）介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等   

（d）利用者の日常生活上の留意事項  

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表における  
診療情報提供料に定める様式を活用して行うこともできることと  

する。   

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法  

介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する  

は、計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、介   

護予防支援事業者等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な   

情報提供並びに利用者若しくはその家族等に対する介護予防サービス   

を利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言を行っ   

た場合に算定する。  

なお、当該医師が当該月に医療保険において、 「在宅時医学総合管   

理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り介護   

予防居宅療養管理指導費・を算定する。  

（∋ 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法   

ア 介護予防支援事業者等に対する情報提供の方法  

介護予防支援事業者の策定等に必要な情報提供は、サービス担当  

者会議への参加により行うことを基本とする（必ずしも文書等によ  

る必要はない。）。  
当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催され  

ない場合等においては、左記の「情報提供すべき事項」（薬局薬剤  

師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含む。）  

について、文書等（メール、FAX等でも可）により、介護予防支  
援事業者等に対しで情報提供を行うことで足りるものとする。  

なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った場  

合については、その情報提供の要点を記載すること。当該記載につ  
いては、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、下線  

又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。  

また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文書  

等の写しを診療録に添付する等により保存すること。  

（情報提供すべき事項）   

（a）基本情報（医療機関名、住所、連絡先、医師・歯科医師氏名、  

利用者の氏名、生年月日、性別、住所、連絡先等）   

（b）利用者の病状、経過等   

（c）介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等   

（d）利用者の日常生活上の留意事項  

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表における  

診療情報提供料に定める様式を活用して行うこともできることと  

する。   

イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法  

介護予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する  
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